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研究要旨： 

労働者の多くが痛みを経験しており、痛みは就業に影響する。労働者の痛みは、身体的、心理的、社

会的要因が複雑に相互作用を及ぼす。労働者への介入を検討するにあたり、心理的指標である疼痛自己

効力感に着目し、疼痛がある人において、疼痛自己効力感が疼痛強度と労働機能障害の関係に与える影

響を検討した。その結果、疼痛強度が中等度から重度の人においては、疼痛自己効力感が中程度あるい

は低いと、労働機能障害の著しい増加と関連していた。しかし疼痛自己効力感が高い人では、重度の疼

痛強度でも労働機能障害の増加とは有意に関連していなかった。そのため、労働者の疼痛自己効力感を

高めることも重要であることが示唆された。 

次に、痛みのなかでも有訴率が高い腰痛に着目した。腰痛によって仕事に影響が及んでいる労働者に

ついて、労働機能障害の程度により、対処行動の実施率が異なるかについて検討した。その結果、労働

機能障害が高度であった場合には医師による診察や産業医、産業看護職への相談、一般市販薬の使用、

整体・整骨院等への通院等の対応を行っているものの、仕事への影響が無視できない中等度の労働機能

障害を認める者はこれらの対応を行っていなかった。中等度の労働機能障害を呈する者への介入の必要

性が示唆された。 

産業保健専門職は、腰痛のある労働者に対する就業配慮のための介入を行うが、そのエビデンスは十

分ではない。そこで、システマティックレビューを実施した。最終的に、9件の研究を検討した。すべて

の研究はRCTであり、また、ほとんどの研究は非特異的腰痛に焦点を当てていた。就業配慮介入は、産業

医、理学療法士、人間工学者、心理学者、ケースワーカーなど、さまざまな専門家によって行われてい

た。結果をまとめると、復職時間の短縮と短期の病気休暇の減少には限定的な効果しかなく、痛みの強

さ、障害、労働生産性、長期の病気休暇には十分な効果がないことが示された。介入を行うには、職場

環境や会社の状況を踏まえ、効果があがるための工夫が必要である。 
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Ａ．目的 

労働者の多くが痛みを経験しており、米国の

調査では労働者の過半数が過去２週間に疼痛が

あり、生産時間の損失の13%が痛みによるもので

あり経済的損失は年間612億ドルとされている1)。

日本においても過半数の労働者が３ヵ月以上続
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く慢性疼痛を抱えており、慢性疼痛による労働

者の生産時間の損失は1兆9,530億円に上るとさ

れている2)。 

労働者の痛みは、身体的、心理的、社会的要因

が複雑に相互作用を及ぼすが、心理的指標であ

る「疼痛自己効力感」はその中の一つである。疼

痛自己効力感とは、持続的な痛みにもかかわら

ず日々の活動を行うことができるという自己の

信念であり、痛みに関連する行動の潜在的な決

定要因である3)。先行研究では、筋骨格系疼痛が

ある労働者において強い疼痛強度と低い疼痛自

己効力感は、より強いプレゼンティズム（出勤

しているが仕事に影響がある状態）と関連して

おり4)、疼痛があっても勤務が可能な人は高い疼

痛自己効力感があり5)、高い疼痛自己効力感が高

い作業パフォーマンスと高い作業能力と関連し

た6)との報告がある。しかし、疼痛自己効力感が

疼痛強度と労働機能障害との関係を修飾するか、

つまり、低い疼痛自己効力感だと疼痛強度が強

いと労働機能障害となるが、高い疼痛自己効力

感だと疼痛強度が強くても労働機能障害となら

ない、といった関係性が見られるかについて調

べた研究は見当たらない。 

【研究１―１】 

疼痛がない人と比較して疼痛がある人では、

その疼痛強度が増すほど労働機能障害が増加す

るか検討する 

【研究１－２】 

疼痛がある人において、疼痛自己効力感によ

る疼痛強度と労働機能障害の関係性に対する影

響を検討する 

 

 慢性疼痛のなかでも、腰痛は主要な病態であ

る。腰痛は有訴者率が高く、人口1000人当たり、

男性91.8人、女性115.5人である。また、腰痛症

で通院している者の割合は人口1000人当たり、

男性41.4人、女性56.6人である7)。腰痛は仕事を

含む生活に大きな影響があらわれる。腰痛によ

り生活の質（QOL）は大きく損なわれる。仕事へ

の影響の中で、疾病休業(absenteeism)の影響も

大きく、イギリスでは疾病休業の12.5%が腰痛が

原因であるといわれている8)。一方で、休務はし

ていない（出勤している）が仕事に影響のある

状態（presenteeism）の影響はさらに大きく、日

本 人 労 働 者 で の 調 査 に お い て 腰 痛 の

presenteeismによる損失は3番目に大きい9)。 

労働者が腰痛を抱えている場合、本人がとり

うる対応は、社内の専門家（産業医, 産業看護

職）に相談する、一般市販薬を使用する、整体・

整骨院等の医療機関以外に通う、医療機関で医

師による診察・治療を受けるがある。しかし、腰

痛に起因する労働機能障害の程度により、どの

ような行動をとっているかについての実態につ

いて明らかにした研究は存在しない。 

一方で、腰痛を抱えていても痛みをコントロ

ールする目的で、ストレッチ、体操、マッサージ

等を行うことは有効であると言われているが、

これらの対処をした場合、労働機能にどの程度

よい影響があるかを検討した研究は限られてい

る。 

【研究２－１】 

腰痛なしの者と比較し、腰痛ありの者の労働

機能障害はどの程度であるか 

【研究２－２】 

ストレッチ、体操、マッサージ等の対処行動

をとることにより、腰痛に起因する労働機能障

害が低下するかについて検討する 

【研究２－３】 

腰痛に起因する労働機能障害の程度により、

医療機関受診、社内専門家への相談、一般市販

薬の使用、整体・整骨院等の医療機関以外への

受診という行動に違いがみられるかについて検

討する 

 

 一方で、産業医（または関連する専門家）は、

労働者が安全に仕事をすることができるように
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職場環境を調整することについて、雇用者と障

害のある従業員の両方に助言を行う、この一連

の対応を「就業配慮」と言う。就業配慮として、

例えば、リフトアップ、肉体的に重い作業、頻繁

な曲げ伸ばしやねじり、反復作業、静止した姿

勢、振動への暴露などの職業上のリスク要因に

対処することが挙げられる。就業配慮介入は、

組織文化を改善し、早期の職場復帰と安全な仕

事に対する関係者のコミットメントを高めると

いう一般的なコンセンサスがある。職場での人

間工学的介入の有効性は、以前にシステマティ

ックレビューで評価されている一方で、腰痛の

ある労働者に対する就業配慮介入に関するエビ

デンスは十分ではない。 

【研究３】 

腰痛のある労働者に対する就業配慮介入の効果

に関するシステマティックレビューを実施する。 

 

Ｂ．方法 

【研究１】 

2018年度に西日本のある建設会社の全社員

6,657名に対して労働機能と疼痛に関するアン

ケート調査を実施した。5,723名から回答を得て、

有効回答は5,129であった（有効回答率77.0％） 

倫理的配慮 

 本研究は, 産業医科大学倫理委員会の承認を

得て実施した。 

【研究１―１】 

全対象に対して、性、年齢、仕事の種類（デスク

ワーク、現場での作業）、疾病による過去12か月

間の休業日数、労働機能障害、過去12か月間の

体の痛みの有無を調査した。労働機能障害は

WFun(Work functional impairment 

questionnaire)を用いて評価した。WFunは体調

不調時の仕事への影響の頻度で評価する質問紙

で、７問（７点～35点）で構成されており、点数

が高いほど労働機能障害の程度が大きく、21点

以上（おおよそ上位20%）で中等度以上の労働機

能障害を有することが先行研究から明らかとな

っている。そこで、21点以上を労働機能障害有

りと判定した。疼痛の経験がない人と比較して、

疼痛の経験がある人の労働機能障害のオッズ比

をロジスティック回帰分析を用いて計算した。

多変量の調整変数は、性、年齢、仕事の種類、休

業日数とした。 

【研究１－２】 

研究１にて過去12カ月の間に体のどこかに痛み

があったと回答した人に対して、現在の疼痛強

度、疼痛自己効力感を追加で調査した。疼痛強

度はNRS（Numeric Rating Scale; 0-11）を用い

て、軽度; 0-2、中等度;3-6、重度; 7-10に分類

した。疼痛自己効力感はPSEQ日本語版（Pain 

self-efficacy questionnaire; 0-60）を用いて、

低; 0-19、中; 20-39、高; 40-60に分類した。

労働機能障害は研究１と同様、WFunが21点以上

を労働機能障害有りと判定した。疼痛自己効力

感による疼痛強度と労働機能障害の関連性への

影響を、疼痛強度と疼痛自己効力感の交互作用

を含めた分析、疼痛自己効力感を層化した分析

の2つの方法でロジスティック回帰分析により

評価した。多変量の調整変数は、研究１と同様、

性、年齢、仕事の種類、休業日数とした。 

【研究２】 

2016年度に14社において健康に関するアンケ

ート調査を実施した（コラボへルス研究）。 

倫理的配慮 

 本研究は, 産業医科大学倫理委員会の承認を

得て実施した。 

【研究２－１】 

症状の有無：この1ヵ月間における健康上の問題

や不調の有無について聴取した。14症状（アレ

ルギー疾患, 皮膚の病気・かゆみ, 感染症によ

る不調, 胃腸に関する不調, 手足や関節の痛み

や不自由さ, 腰痛, 首の不調や肩のこり, 頭痛, 

歯の不調, 精神に関する不調, 睡眠に関する不

調, 全身倦怠感・疲労感, 目の不調, その他）
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を列挙し, 「健康上の問題や不調はない」以外

の場合は, 当てはまる症状を複数選択とした。

本選択肢において, 腰痛を選択した場合を「腰

痛あり」, 腰痛を選択しなかった場合を「腰痛

なし」とした。 

 労 働 機 能 障 害 は WFun(Work functional 

impairment questionnaire)を用いて評価した。

WFunは体調不調自の仕事への影響の頻度で評価

する質問紙で, 7問（7点～35点）で構成されて

いる。点数が高い程, 労働機能障害の程度が大

きく, 21点以上（おおよそ上位20%）で中等度以

上の労働機能障害を有することが先行研究から

明らかとなっている。そのため, 腰痛なしと比

較して, 腰痛ありの集団が中等度以上の労働機

能障害(WFun21点以上)を呈するオッズ比を計算

した。ロジスティック回帰分析を用いて, 性別, 

年齢を調整した。また,男女別でも解析（年齢を

調整）を行った。 

 

次に、研究２－１で記述した方法で、すべての

有症状を聴取した後に, 仕事に1番影響を及ぼ

している健康問題を1つ, 選択してもらい, そ

の症状が腰痛である者のみを解析対象とした。 

【研究２－２】 

 「自分で対処法（ストレッチ, 体操, マッサ

ージ等）を実施している」の質問ではい/いいえ

で聴取した。本対処法を実施している人と比較

して, 実施していない人の中等度以上の労働機

能障害(WFun21点以上)となるオッズ比をロジス

ティック回帰分析で計算した。性別, 年齢, 腰

痛の重症度を調整した。腰痛の重症度は, 「直

近30日間の中で何日間その症状がありました

か。」の質問により1ヵ月間で有症状日数を聴取

し, 腰痛の重症度を評価した。 

【研究２－３】 

腰痛が仕事に1番影響を及ぼしている健康問

題である者について, 労働機能障害の程度によ

って医療機関への受診等の行動に違いがみられ

るかについて検討した。 

労働機能障害の程度は, WFunの点数を4段階

（問題なし；7～13点, 軽度労働機能障害；14～

20点, 中等度労働機能障害；21～27点, 高度労

働機能障害；28～35点）で分類した。 

アウトカムとして, 4種類の行動について解析

した。1つ目は, 医師による診察・治療を受けた

（受けている）, 2つ目は, 産業医, 産業看護職

に相談した, 3つ目は, 一般に市販されている

薬を服用した（服用している）, 4つ目は, 整体

や整骨院など, 医療機関以外に通っている, で

ある。各行動をとっている場合を1, とっていな

い場合を0として, ロジスティック回帰分析を

行った。 

 

【研究３】 

PRISMA（ Preferred Reporting Items for 

Systematic Reviews and Meta-Analyses）声明

に沿ってレビュープロトコルを作成した。文献

検索は、PubMed，Cochrane Library，および

Scopusの各データベースを用いて2000年11月か

ら2020年11月までに発表された論文を対象に行

った。検索には、研究の種類や言語による制限

は設けなかった。検索は以下の用語を用いて行

われた：(occupational health [Mesh] OR 

occupational medicine [Mesh] OR 

occupational disease [Mesh] OR occupational 

exposure [Mesh] OR occupational injuries 

[Mesh] OR occupations [Mesh] OR work [Mesh] 

OR work performance [Mesh] OR workers 

[Mesh] OR workplace [Mesh] OR workload 

[Mesh]) AND (low back pain [Mesh] OR back 

pain [Mesh])。 

組み入れ基準として、1) 研究デザインがRCT

または非RCT（NRCT）であること、2) 英語論文、

3) 介入が就業配慮であることとした。除外基準

として、1) 就業配慮に関する専門家の評価また

は助言がないこと、2) アウトカムが腰痛と特定
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されていないこと（例：脊椎痛や筋骨格系障害）、

3) 経済的コストまたは心理的なアウトカムの

みを報告した研究、4) 定性的な方法を用いた研

究、とした。 

研究デザイン、実施場所、職業、介入期間、ベ

ースライン時の腰痛、サンプルサイズ、年齢、性

別、介入、アウトカム、結果などの情報を抽出し

た。以下のアウトカム指標に従って、就業配慮

介入の有効性をまとめた。1）職場復帰、2）病気

休暇、3）痛みの強さ、4）障害、5）労働生産性。

各アウトカムに関する知見の一致度を層別して

エビデンスを統合した。 

 

倫理的配慮 

 本研究は、公表された情報に基づくものであ

るので、研究倫理審査の必要はない。 

 

Ｃ．結果 

【研究１―１】 

対象者5,129名の属性をTable 1に示す。平均年

齢は39.5歳（幅18-75歳）、男性が91.7%、仕事の

種類は77.3%が現場作業だった。過去12か月間で

体の痛みを経験したと回答した人は1,622名

（31.6%）、経験しなかった人は3,507名（68.4%）

だった。 

 疼痛経験の有無および疼痛を経験した人にお

ける現在の疼痛強度による労働機能障害のオッ

ズ比をTable 2に示す。疼痛の経験が無かった人

と比較して、疼痛強度が増すほど労働機能障害

のオッズ比は増加し、中等度では2.06(95%CI: 

1.70-2.51)、重度では4.17(95%CI: 2.93-5.96)

であった。 

 

【研究１－２】 

疼痛経験がある1,622名について、疼痛強度と疼

痛自己効力感の交互作用項を含めた労働機能障

害のオッズ比をTable 3に示す。交互作用項を含

めないモデルでは、疼痛強度の増加、疼痛自己

効力感の低下に伴って労働機能障害のオッズ比

は増加した。交互作用項を含めた分析では、軽

度の疼痛強度で高い疼痛自己効力感の人と比較

して、疼痛自己効力感が低いと中等度の疼痛強

度で2.65(95%CI: 1.16-6.03)、重度の疼痛強度

で4.35(95%CI: 1.21-15.64)と有意に増加した。 

 さらに疼痛自己効力感を層化した労働機能障

害のオッズ比をTable 4に示す。疼痛自己効力感

が中程度あるいは低いと、疼痛強度が中等度で

は2.04-3.54、重度では3.17-7.87といずれもオ

ッズ比は有意に増加した。しかし、疼痛自己効

力感が高いと、中等度の疼痛強度で1.37、重度

で1.79といずれも有意な増加は見られなかった。 

 

【研究２－１】 

37,636人から回答を得た。対象者の属性を

Table 5に示す。女性17%、男性83%であった。 

 このなかで、腰痛ありは7,553名（20%）、腰痛

なし29,815名（80%）、不明268名であった。 

 腰痛の有無による高度労働機能障害となるオ

ッズ比をTable 6に示す。男女では、腰痛なしと

比較し、腰痛ありではオッズ比1.48(95%CI: 

1.39-1.58)となった。男性、女性それぞれでの解

析でもほぼ同様のオッズ比であった。 

腰痛ありは7,553名のなかで、腰痛が仕事に1

番影響を及ぼしている健康問題である者は、

2,365名であった。対象者の属性をTable 7に示

す。女性238名(10%)、男性2,127名(90%)であった。 

【研究２－２】 

2,365名のうち、自分で対処法（ストレッチ、

体操、マッサージ等）を実施している者は1,282

名(54%)、していない者は1,083名(46%)であった。 

自分で対処法を実施していない者と比較して、

対処法を実施している者の中等度以上の労働機

能障害を呈するオッズ比は0.77(95%CI: 0.61-

0.96, p-value 0.02)であった。 

【研究２－３】 

問題なし（7～13点）は1,348名(57%)、軽度労
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働機能障害（14～20点）は656名(28%)、中等度労

働機能障害（21～27点）は271名(11%)、高度労働

機能障害（28～35点）は90名(4%)であった。 

労働機能障害の分類毎での各対処行動をとっ

ていることのオッズ比をTable 8に示す。 

医師による診察・治療は、問題なしと比較し、

軽度労働機能障害群と中等度労働機能障害はオ

ッズ比に有意な差を認めないが(OR=1.15, 

1.02)、高度労働機能障害ではOR=2.73と有意な

上昇を認めた。 

産業医、産業看護職への相談は、問題なしと

比較し、中等度労働機能障害はオッズ比に有意

な差を認めないが(OR=1.36)、軽度労働機能障害

群と高度労働機能障害ではOR=2.73, 13.08と有

意な上昇を認めた。 

一般市販薬の使用は、問題なしと比較し、軽

度労働機能障害群と中等度労働機能障害はオッ

ズ比に有意な差を認めないが(OR=1.20, 1.35)、

高度労働機能障害ではOR=1.67と有意な上昇を

認めた。 

整体、整骨院等への通院は、問題なしと比較

し、軽度労働機能障害群と中等度労働機能障害

はオッズ比に有意な差を認めないが(OR=0.98, 

0.98)、高度労働機能障害ではOR=1.72と有意な

上昇を認めた。 

 

【研究３】 

PubMed（2,798文献）、Cochrane Library（473

文献）、Scopus（3,716文献）から合計6,987文献

を検索した。3,935件の重複を削除した後、3,052

件の文献が残った。タイトルと抄録で評価した

結果、114の文献が組み入れ基準を満たした。全

文検索の結果、105件の文献が除外された。最終

的に、9件の研究がシステマティックレビューに

含まれた10-18)。 

デンマークで3件、フィンランドとスウェーデ

ンで各2件、オランダとノルウェーで各1件の研

究が行われていた。すべての研究はRCTであった。

1つの研究は医療・社会福祉従事者に焦点を当て

たもので、他の研究はさまざまな職業を対象と

していた。フォローアップ期間は、3カ月から24

カ月であった。ほとんどの研究は、非特異的腰

痛に焦点を当てており、レッドフラッグ（腫瘍

など）や脊椎手術を受けた症例は含まれていな

かった。サンプルサイズは108～405年齢は16～

67歳であった。就業配慮介入は、産業医、理学療

法士、人間工学者、心理学者、ケースワーカーな

ど、さまざまな専門家によって行われていた。 

復職に焦点を当てた研究では、1つは就業配慮

介入と復職期間の短縮との関連を示し、2つは現

在腰痛で休職中の労働者に関連がないことを示

し、相反する結果を示した。 

就業配慮介入と病気休暇との関連を調べた7

つの研究のうち、追跡調査が比較的短い3つの研

究（3ヶ月、6ヶ月、12ヶ月の追跡調査）では、就

業配慮介入が再休職の減少と関連していたが、

追跡調査が比較的長い4つの研究（うち3つは24

ヶ月間の追跡調査）では関連性が見られなかっ

た。 

6つの研究では、就業配慮介入が腰痛の痛みの

強さをどの程度軽減するかを調査したが、すべ

ての研究で効果なしと報告された。 

5つの研究では、腰痛の障害の予防に対する就

業配慮介入の効果を評価したが、すべての研究

で効果なしと報告された。 

2つの研究では、就業配慮介入と労働生産性と

の関係を調査したが、どちらの研究でも有意な

関係性は認めなかった。 

 

Ｄ．考察 

研究１ 

本研究では、疼痛強度が増すほど労働機能障

害リスクが増えるという量反応関係が確認され

た。さらに、この疼痛強度と労働機能障害の関

係性について疼痛自己効力感による交互作用が

示され、疼痛自己効力感が低いと軽度の痛みと
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比較して重度の痛みでは7.9倍まで労働機能障

害リスクが増加した。しかし、疼痛自己効力感

が高いと重度の痛みでさえも有意な増加は認め

られなかった。つまり、疼痛自己効力感が痛み

による労働機能障害の決定要因の一つである可

能性が明らかとなった。 

疼痛強度と労働機能障害との関連性について、

疼痛自己効力感の交互作用を考慮しないモデル

では、疼痛強度が増すほど労働機能障害のリス

クは増加し、重度の疼痛があると痛みが無い人

との比較で4.2倍まで増加した。さらに軽度の疼

痛の人と比較しても、重度の疼痛では3.4倍まで

増加した。これまでの研究でも重度の痛みがあ

る人では労働機能障害リスクが高いことが示さ

れており、本研究の結果と一致する。 

さらに本研究では、疼痛強度と労働機能障害

の関係性と疼痛自己効力感との交互作用が示唆

された。疼痛自己効力感と疼痛強度の交互作用

を含めた分析モデル、疼痛自己効力感を層化し

たモデルいずれも、疼痛自己効力感が低いと疼

痛が増すほど労働機能障害のオッズ比は有意に

増加したが、疼痛自己効力感が高いと疼痛強度

が増しても労働機能障害のオッズ比は有意な増

加はなかった。特に疼痛自己効力感が低いと、

軽度疼痛に比べて重度疼痛では7.9倍まで増加

したが、疼痛自己効力感が高いと、重度疼痛で

も有意に増加しなかったことは重要な結果であ

る。 

疼痛自己効力感が低い人は、自分の痛みに意

識が集中し、痛みによって仕事が首尾よくでき

ないという仕事に対する自己の期待が低く労働

機能障害となる可能性が考えられた。対照的に、

疼痛自己効力感が高い人は、痛みがあっても自

身で仕事の管理、対処、機能が首尾よくできる

という信念があり、痛みに応じて柔軟に仕事が

できるため労働機能障害となる可能性が低いこ

とが考えられた。この研究は、労働機能に対す

る疼痛の影響は、疼痛自己効力感のレベルによ

って異なる可能性を示唆しており、疼痛自己効

力感を高めるアプローチが労働機能の維持改善

に有用である可能性を示している。将来的には、

疼痛による労働機能障害の予防・改善のために、

従来の疼痛治療に加えて、疼痛自己効力感に焦

点を当てた職場と医療現場での学際的なアプロ

ーチに関する研究が実践されるべきと考える。 

研究２ 

本研究では、腰痛なしの人と比較して腰痛あ

りの人の労働機能障害は高く、中等度以上の労

働機能障害を呈するオッズ比は約1.5であるこ

と、腰痛が仕事に最も影響する健康問題である

人において、自分でストレッチ、体操、マッサー

ジ等の対処行動をとることで労働機能障害を有

意に防ぐことができること、労働機能障害が高

度であった場合には医師による診察や産業医、

産業看護職への相談、一般市販薬の使用、整体・

整骨院等への通院等の対応を行っているものの、

仕事への影響が無視できない中等度の労働機能

障害を認める者はこれらの対応を行っていない

ことが明らかとなった。 

腰痛なしの人と比較し、腰痛ありの人の労働

機能障害への影響はオッズ比1.5であった。女性

は男性と比較して腰痛の有訴者率が高いが、腰

痛による労働機能障害の程度は男性と女性とで

差を認めなかった。男女とも腰痛が仕事に影響

していることが明らかとなり、職域で対応する

必要性が高い。 

 腰痛を有する労働者において、ストレッチや

体操等の対処行動を自ら行っている労働者は、

腰痛の程度を調整したうえでも仕事への影響

（労働機能障害）が有意に小さいことが明らか

となった（オッズ比0.77）。これらの対処行動が

腰痛の改善につながることは先行研究で明らか

となっているが19)、腰痛の重症度の影響を除外

しても労働機能障害に有意に良好な影響がある

ことより、これらの対処行動について正しい方

法で教育を行っていくことが重要であると考え
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られる。 

 腰痛に起因する労働機能障害の分類毎に医療

機関への受診等の行動について検討した。高度

労働機能障害（腰痛を有する者の中で4％）は、

労働機能障害が問題なしの群と比較して、医師

による診察・治療、産業医・産業看護職への相

談、一般市販薬の使用、整体・整骨院等への通院

のいずれの行動についても有意に高かった。一

方で、中等度の労働機能障害は腰痛を有する者

の中で11%であり、腰痛が仕事に影響する程度は

上位15%と高いにも関わらず、いずれの行動も問

題なし群と同程度であることがわかった。適切

な対処行動をとることにより仕事への影響を減

じることができる可能性が高いことから、産業

医や産業看護職が教育等で介入を行う必要があ

るが、自ら産業医・産業看護職に相談していな

いことを考えると、社内産業保健スタッフがよ

り積極的に腰痛を有する者に対して声掛けをし、 

面談等での個別指導や集団教育を行っていく必

要があると考えられる。 

研究３ 

いくつかのRCTは、職場復帰のための就業配慮

介入が、職場復帰の時間と短期の病気休暇を減

少させることを示す肯定的な結果を報告した。

しかし、レビューされた研究の結果に一貫性が

なく、腰痛のある労働者に対する就業配慮介入

の有効性について結論を出すには十分なエビデ

ンスが認められなかった。さらに、就業配慮介

入は、24ヶ月間の長期病気休暇を減らすのに有

効ではなかった。腰痛のある労働者の痛みの強

さ、障害、労働生産性については、就業配慮介入

は対照的な介入と比較して有意な効果がないと

いう一貫した結果が得られた。これらの結果か

ら、腰痛のある労働者の職場復帰を促進し、短

期的な再発を防ぐために、就業配慮介入がある

程度有効であることを示唆している。しかし、

長期的な再発を防ぐためには、労働者自身の症

状を注意深く管理する必要がある。 

就業配慮介入の有効性に関する肯定的な知見

が限られている理由としては、いくつか考えら

れる。まず、本レビューに含まれるほとんどの

研究はサンプルサイズが比較的小さく、肯定的

な効果を検出するための検出力が不足していた

可能性がある。第二に、就業配慮介入は腰痛の

重要なリスク要因に対処していない可能性があ

る。腰痛の危険因子は、まだよくわかっていな

い。特に、どのような危険因子が就業配慮介入

による効果が高いのかは不明である。さらに、

家庭生活に関連するような職場外のリスク要因

に対応できる介入策を設計することは困難であ

る。最後に、腰痛のある従業員や雇用者は、就業

配慮介入に必ずしもすべて従っていない可能性

がある。これらの理由から、本レビューでは、慢

性疾患を持つ労働者の復職支援と症状管理の重

要性にもかかわらず、腰痛に対する就業配慮介

入の有効性については十分なエビデンスがない

と結論づけた。 

 

Ｅ．結論 

研究１ 

本研究では、労働者において疼痛強度と労働

機能障害は量反応関係があることが確認された。

さらに、過去12か月間に体の痛みを経験した人

においては、疼痛強度と労働機能障害の関係と

疼痛自己効力感に交互作用があることが示され

た。疼痛強度が中等度から重度の人においては

疼痛自己効力感が中程度あるいは低いと労働機

能障害の著しい増加と関連していた。しかし疼

痛自己効力感が高い人では、重度の疼痛強度で

も労働機能障害の増加とは有意に関連していな

かった。 

これらの結果から、疼痛自己効力感は疼痛の

ある労働者において労働機能障害の決定要因の

一つとなる可能性があり、疼痛のある労働者の

労働機能障害に対して疼痛治療とともに疼痛自

己効力感を評価・改善するアプローチを行うこ
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とが有用である可能性がある。 

研究２ 

本研究では、腰痛なしの人と比較して腰痛あ

りの人の労働機能障害は高く、中等度以上の労

働機能障害を呈するオッズ比は約1.5であるこ

と、腰痛が仕事に最も影響する健康問題である

人において、自分でストレッチ、体操、マッサー

ジ等の対処行動をとることで労働機能障害を有

意に防ぐことができること、労働機能障害が高

度であった場合には医師による診察や産業医、

産業看護職への相談、一般市販薬の使用、整体・

整骨院等への通院等の対応を行っているものの、

仕事への影響が無視できない中等度の労働機能

障害を認める者はこれらの対応を行っていない

ことが明らかとなった。 

これらの結果より、腰痛を有する労働者は仕

事にも影響が出ており、産業医や産業看護職は

より積極的に腰痛を有する労働者に対して面

談・教育等のアプローチを行っていく必要があ

る。 

研究３ 

腰痛のある労働者にとって、職場での安全性

は重要である。そのためには、労働者の能力と

仕事の要件の両方を考慮した適切な職務設計が

必要であり、すなわち就業配慮である。本研究

では、就業配慮介入は、復職時間の短縮と短期

の病気休暇の減少には限定的な効果しかなく、

痛みの強さ、障害、労働生産性、長期の病気休暇

には十分な効果がないことが示された。これら

の知見は、特に就業配慮介入のコンプライアン

スに焦点を当てた、適切にデザインされた介入

を行う質の高い研究によって確認される必要が

ある。労働生産性の維持（すなわち、痛みや障害

の予防）は重要であり、このために介入のどの

側面が有効であるかを特定するような今後の研

究が必要である。 
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Table 1．対象者の属性 
 

過去 12か月間に

疼痛無し 

 
過去 12か月間に疼痛を経験 

  
現在の疼痛強度: Numerical Rating Scale 

   0-2  3-6  7-10 

 n=3,507  n=675  n=798  n=149 

性別, % 
       

男性 
92.5%   92.3%   88.5%  87.3% 

年齢, 平均 (SD) 
      

 38.0 (13.7)  40.9 (14.2)  43.6 (12.4)  44.6 (11.5) 

仕事の種類, % 
       

現場作業   
78.1%  75.6%  76.2%  70.5% 

デスクワーク   
21.9%  24.4%  23.8%  29.5% 

過去 12か月間の疾病により休んだ日数, % 

0    55.2%  49.8%  36.1%  32.2% 

1-7    40.0%  42.7%  52.4%  53.7% 

8-14    2.9%  4.9%  6.9%  5.4% 

15-30    0.9%  1.6%  2.8%  3.4% 

31 以上    1.1% 
 

1.0% 
 

1.9% 
 

5.4% 

Work Functioning Impairment Scale 点数, 平均 (SD) 

     13.0 (6.4)   13.5 (6.3)   15.8 (6.7)   18.4 (8.1) 

Pain Self-Efficacy Questionnaire 点数, 平均 (SD) 

 -  39.0 (17.7)  38.5 (13.4)  29.8 (14.3) 

SD: 標準偏差 
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Table 2．過去 12 か月間の疼痛経験が無かった者と比較した疼痛強度による労働機能障害のオッ

ズ比 

  
単変量 

 
多変量* 

  
オッズ比 

95% CI p-value  
オッズ比 

95% CI p-value 

疼痛強度 
        

疼痛経験無し 
 reference    reference   

現在の疼痛強度 NRS 0-2 
 1.05 0.83-1.32 0.686  1.10 0.87-1.39 0.408 

現在の疼痛強度 NRS 3-6 
 1.86 1.54-2.24 <0.001  2.06 1.70-2.51 <0.001 

現在の疼痛強度 NRS 7-10 
 3.61 2.56-5.09 <0.001  4.17 2.93-5.96 <0.001 

CI; 信頼区間 

*性、年齢、仕事の種類、疾病による休業日数による調整モデル 
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Table 3．過去 12 か月間に体に疼痛を経験した者における疼痛強度と疼痛自己効力感による労働機能障害のオッズ比 

  
単変量 

 
多変量* 

 
交互作用項を含めた多変量* 

  
オッズ比 

95% CI p-value  
オッズ比 

95% CI p-value  
オッズ比 

95% CI p-value 

現在の疼痛強度: Numerical Rating Scale (NRS) 
     

0-2  reference    reference    reference   

3-6  1.77 1.36-2.31 <0.001  1.92 1.45-2.55 <0.001  1.37 0.91-2.05 0.133 

7-10  3.44 2.33-5.09 <0.001  3.38 2.22-5.15 <0.001  1.77 0.69-4.55 0.238 

疼痛自己効力感: Pain Self-Efficacy Questionnaire score (PSEQ) 
     

40-60  reference    reference    reference   

20-39  2.40 1.84-3.12 <0.001  1.96 1.49-2.58 <0.001  1.44 0.89-2.33 0.139 

0-19  2.54 1.79-3.60 <0.001  2.25 1.56-3.26 <0.001  1.18 0.64-2.17 0.604 

交互作用項: NRS × PSEQ 
    

NRS 3-6 × PSEQ 20-39  1.61 0.88-2.94 0.124 

NRS 3-6 × PSEQ 0-19  2.65 1.16-6.03 0.020 

NRS 7-10 × PSEQ 20-39  1.99 0.65-6.05 0.227 

NRS 7-10 × PSEQ 0-19  4.35 1.21-15.64 0.024 

CI; 信頼区間 

*性、年齢、仕事の種類、疾病による休業日数による調整モデル 



 

43 
 

 

 

Table 4．過去 12 か月間に体の疼痛を経験した者における疼痛自己効力感を層化した疼痛強度による労働機能障害のオッズ比* 
  

疼痛自己効力感スコア 

  0-19  20-39  40-60 

  
オッズ比 

95% CI p-value  
オッズ比 

95% CI p-value  
オッズ比 

95% CI p-value 

現在の疼痛強度: Numerical Rating Scale 

0-2  reference    reference    reference   

3-6  3.54 1.63-7.69 0.001  2.04 1.29-3.23 0.002  1.37 0.91-2.07 0.136 

7-10  7.87 3.01-20.56 <0.001  3.17 1.71-5.87 <0.001  1.79 0.69-4.68 0.232 

CI; 信頼区間 

*性、年齢、仕事の種類、疾病による休業日数による調整モデル 
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Table 5. 対象者の属性【研究２−１】 
     

     N % 

Total   37,636  

性別     

 女性  6,524 17  

 男性  31,112 83  

年代     

 29 歳以下  6893 18  

 30-39 歳  8873 24  

 40-49 歳  11693 31  

 50-59 歳  8481 23  

 60 歳以上  1685 4  

  missing  11 0  
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Table 6. 腰痛の有無による中等度以上の労働機能障害となるオッズ比 
       

    aOR 95% CI p value 

男女(37,357 名)      

 腰痛なし(過去 1 ヵ月以内で）  ref.    

 腰痛あり(過去 1 ヵ月以内で）  1.48  1.39 1.58 <0.001 

       

男性(30,862 名)      

 腰痛なし(過去 1 ヵ月以内で）  ref.    

 腰痛あり(過去 1 ヵ月以内で）  1.48  1.39 1.58 <0.001 
       

女性 (6,495 名)      

 腰痛なし(過去 1 ヵ月以内で）  ref.    

 腰痛あり(過去 1 ヵ月以内で）  1.49  1.27 1.75 <0.001 
       

男女では, 性別・年齢を調整, 男性, 女性の解析では年齢を調整  
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Table 7. 対象者の属性【研究２―２、２−３】 
     

     N % 

Total   2,365  

性別     

 女性  238 10  

 男性  2,127 90  

年代    0  

 29 歳以下  312 13  

 30-39 歳  475 20  

 40-49 歳  766 32  

 50-59 歳  649 27  

 60 歳以上  162 7  

  missing  1 0  
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Table 8. 労働機能障害の分類毎での各対処行動をとっていることのオッズ比 

  医師による診察・治療  産業医、産業看護職に相談  一般市販薬の使用  整体・整骨院等の通院 

  aOR 95% CI 

p 

value 

 aOR 95% CI 

p 

value 

 aOR 95% CI 

p 

value 

 aOR 95% CI 

p 

value 

問題なし；7～13

点 

ref.     ref.     ref.     ref.    

軽度労働機能障

害；14～20 点 

1.15 0.93 1.41 0.19   2.76  1.07 7.08  0.04   1.20 0.94 1.52 0.14   0.98 0.79 1.23 0.88  

中等度労働機能障

害；21～27 点 

1.02 0.76 1.37 0.90   1.36  0.28 6.49  0.70   1.35 0.98 1.85 0.07   0.98 0.72 1.33 0.88  

高度労働機能障

害；28～35 点 

2.73 1.77 4.22 <0.001  13.08 4.35 39.30 <0.001  1.67 1.03 2.73 0.04   1.72 1.10 2.71 0.02  

aOR: adjusted for age and sex  


